家族にとっての労働法制のあり方 : 子どもにとっての親の非正規労働を中心に by 長谷川 淳子 & Junko Hasegawa
１ はじめに なぜ「家族」か


































































194(826) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
(１) それまでの日本は農家や自営業が多く, そうした家族では, 妻も家業
に従事し, 子育ては主に夫の母親や上の子が担った (上野千鶴子『家父長
制と資本制』(岩波書店 2009年 5月）205頁, 上野千鶴子『ケアの社会学』
(太田出版 2011年11月）107頁, 湯沢雍彦『大正期の家族問題』(ミネル




























法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 195(827)
見したように, 今日の労働法は労働者に『家族』があることを発見」する
ことが必要と述べている（｢｢仕事と家庭の分離」と「仕事と家庭の調和｣」
『労働法の展望』(有斐閣 2013年 3 月）448頁)。
(３) 2013年 6 月19日には「子どもの貧困対策推進法」が成立した。
(４) 阿部彩『子どもの貧困』(岩波書店 2008年11月）228頁。
(５) 石井加代子, 佐藤一磨, 樋口美雄「ワーキング・プアからの脱出に自
己啓発支援は有効か」『貧困のダイナミズム』(慶應義塾大学出版会 2010
年 6 月）105頁。
第二の理由は, 子育てとの両立のために非正規労働に就く者, また, 子
育てのために一度離職した後に, 非正規労働者として再就職する者が少な
くないという実態である。















これらは, どれも重要であるが, 特に①は, 家族ならではの役
























す子ども (18歳以下) の約 9 割が集団生活施設で暮らしているが, 欧米で


























(ミネルヴァ書房 2012年 9月）239頁, 山野良一『子どもの最貧国・日本』
(光文社 2008年 9 月）215, 216頁)。
(８) 日本政府訳では,「児童の権利条約」である。
(９) 日本政府訳による。原文は「States parties shall use their best efforts to
ensure recognition of the principle that parents have common responsibilities
for the upbringing and development of the child. Parents or as the case may
be, legal guardians, have the primary responsibility for the upbringing and







しかし, 親による子育てにも限度があり, 親が全てを負うことは, 育児
ノイローゼや子どもへの過干渉, 子どもの成長の場の限定などの原因とな


































198(830) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
(10) 子どもの側には, 親の監護・教育を受ける義務もある。少年法 3 条は,
非行少年の定義のうちに「保護者の正当な監督に服しない性癖のあること」
｢正当の理由が無く家庭に寄りつかないこと」を揚げている。
(11) 学校教育法17条 1 , 2 項。
(12) 子どもの権利条約の対象は18歳未満である（第１条)。
る（公職選挙法 9 条 1 , 2 項)
(13)
。さらに, 現在のわが国では, 多くが, 高
校卒業後に大学や専門学校などに進学し, 20歳を過ぎても学費や生活費
を親が出している実態があるからである。衣食住の世話も親がしているこ
とが少なくない。その良し悪しはともかく, 現状として, 子は, 就職や結
婚を機に家を出るまで, 多くを親に頼っている。



















法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 199(831)
(13) 児童福祉法の対象は18歳未満である（ 4 条 1 項)。
対的貧困率は
(14)









































200(832) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
(14) 世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割った所得の中央値の半分に
満たない世帯員の割合。
(15) 朝日新聞2014年 7 月16日朝刊。
(16) 阿部彩 「現代日本の子どもの貧困」 『子どもの貧困白書』(明石書
店 2009年 9 月）21頁 このデータは, 2004年時点のものだが, その後,
親のいない家庭が増えているというデータは見当たらない。
(17) 阿部彩 前掲書（注４）228頁 もっとも, 貧困状態にある者は, 健
康に問題を抱えていたり, 軽い障害を有している場合も少なくないため,
就労の機会が少なく, また就労継続しにくいという現実はあると思われる。
(18) 山野良一 前掲書（注 7 ）139～141, 156, 157頁。
(19) 日本弁護士連合会第53回人権擁護大会シンポジウム第１分科会実行委
員会 前掲書（注 6 ）29～32頁, 川松亮「児童相談所から見る子ども虐待
と貧困」『子どもの貧困白書』(明石書店 2009年 9 月）233～236頁, 山野
良一 前掲書（注 7 ）156, 157頁。
(20) 山野良一 前掲書（注 7 ）167～183頁。















以降の教育）について, 国内総生産 (GDP) に対する学校教育費への公的
支出（2009年時点）は, OECD 平均が1.1％であるのに対し, 日本は0.5％








進学, 就職は, 親が, 生活費, 教育費をどれだけ出せるか, どれだけ出し
論
説















要であるし, 子どもの生活に合わせる必要もある。起床, 就寝, 朝昼晩の
食事はもちろん, 登下校, 学校の行事, 病気の看病などに合わせた時間が
必要である。
しかし, 親が働く場合, 働く分だけ子育てはできない。まず, 時間が確
保できない。雇用者なら, 通常, 所定労働時間は, １日８時間, １週40
時間であり,
(22)




















202(834) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)












そこで, 多くの親は, ①親が, 仕事を辞めるか, 仕事の時間を減らす,
②親以外の者に子育てを依頼する, ③子どもに任せるという対応を取って




































































が, 親の愛情や献身の重要性は強調され, それは, やはり「母親」が行う
ことが多い。




























法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 205(837)
(27) バーバラ・ポーコック（中里英樹・市井礼奈／訳）前掲書（注24）39
～42頁。












































206(838) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
(30) (独)日本労働政策研究・研究機構「調査シリーズ No. 109 子どものい
る世帯の生活状況及び親の就業に関する調査2012」(2013年 4 月)。
(31) 内閣府「親と子の生活意識に関する調査報告書」(2012年 5 月)。



























法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 207(839)









































女性パート・アルバイト 1019 681 67 618 91
男性パート・アルバイト 301 79 26 30 38
女性契約社員 126 84 67 56 67
男性契約社員 147 68 46 39 57
女性嘱託 43 26 60 23 88
男性嘱託 72 11 15 8 73
女性派遣労働者 68 49 72 30 61
男性派遣労働者 48 27 56 10 37
女性その他 40 24 60 19 79
男性その他 42 17 40 9 53
女性非正規計 1296 863 67 746 86
男性非正規計 610 204 33 96 47
女性正規労働者 1028 690 67 487 71




① 女性非正規総数は, 女性正規総数とほぼ同数であるが, そのうち










② 男性非正規総数は, 男性正規総数の約４分の１であり, そのうち
論
説
法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 209(841)
表２














２ 女性契約社員 ３ 女性その他
４ 男性契約社員 ４ 女性嘱託 ４ 男性嘱託
５ 女性派遣労働者 ４ 女性その他 ５ 女性契約社員
６ 男性派遣労働者 ６ 男性派遣労働者 ６ 女性派遣労働者
７ 女性嘱託 ７ 男性契約社員 ７ 男性契約社員







10 男性嘱託 10 男性嘱託 10 男性派遣
「30～59歳」では, 非正規は, 正規の約１割である。さらに「30～59
歳結婚経験者」では, 非正規は, 正規の約７％しかいない。非正規総

















































経験率」は男女とも低く, 子育て年齢にある者は多いが, 母親, 父親
である者は少ないと思われる。特に父親は少ないといえる。














正規労働者 32.5 36.6 66.7
契約社員・嘱託 4.6 10.6 6.3
派遣労働者 2.5 5.1 0
パート・アルバイト 46.6 40.2 3.2











































212(844) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
(36) (独)日本労働政策研究・研究機構「労働政策研究報告書 No. 164 壮年
非正規労働者の仕事と生活に関する研究」(2014年 5 月)。




















法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 213(845)
表４


















































214(846) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
(37) (独)日本労働政策研究・研究機構 前掲書（注30)。
(38) 厚生労働省「平成24年 (2012年) 賃金構造基本統計調査｣。




























法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 215(847)
(40) 阿部彩「データでみる現代日本の子どもの貧困」『子どもの貧困白書』




だが, パート労働は, 掛け持ちなどしなくてよいなら, 子育ての時
間を確保できるという利点がある。前述のとおり多くの母親はパート
労働に就いているが, それは子育ての時間のためである。










































































































218(850) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
(43) 国立社会保障・人口問題研究所が行った「第 4 回全国家庭動向調査」
(2008年 7 月実施)では,「夫は外で働き, 妻は主婦業に専念」という考え
に「賛成」と答えた既婚女性が1993年の調査開始以来, 初めて増加に転じ
た。
(44) 非正規労働者のあり様は, 時代と共に変化しているので, 非正規労働
者の母親の状況, また, その家庭の状況も, 子どもの世代によって違いが
あると思われ, そうした違いによる影響もあるだろう。
(45) 現在, 育介休法では, 子が 3 歳未満の労働者には短時間勤務措置の義




























時限立法であったが, さらに10年の延長が国会で可決され, 今年 4 月に,
改正法が公布された。























































No. 636（2013年 7 月） 9 頁。
(51) 川田知子 前掲書（注50） 6 頁。


























法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 221(853)
(52) 両角道代「第二世代の両立支援と労働法」『福祉国家と家族』(財団法












































(54) この規定は, 戦後, 多くの判例の積み重ねにより, 定式化された解雇
権濫用法理を明文化したものである（日本食塩製造事件 最判昭50. 4.































法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 223(855)
(55) 東洋酸素事件 東京高判昭54. 10. 29労民30巻 5 号1002頁。














が定められている。また, それに先立つ2012年 3 月には, 労働者派
遣法（以下「派遣法」という｡）が改正され, 派遣労働者の無期雇用
































































法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 225(857)
労契法改正で, 有期契約による不合理な労働条件が禁止された（20


































226(858) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
(60) ニヤクコーポレーション事件－大分地判平成25. 12. 10労経速2202号
3 頁は, 改正パート労働法 8 条の「通常の労働者と同視できる短時間労働









































約は, 労働者及び使用者が, 就業の実態に応じて, 均衡を考慮しつつ





































































法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 229(861)
(63) 沼田雅之「2012年改正労働者派遣法の概要とその検討」『労働者派遣














































230(862) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
(65) 菅野和夫 前掲書（注33）223頁。
(66) 厚生労働省「労働契約法の施行について」(基発0810第 2 号)。























親の不利益とも考えるべきである｡）から, 基本的に, 9 条の「不利
益」に該当する。その不利益の程度を強く感じる親ほど, 配転を避け
るべく, 無期契約を希望しつつも有期労働を我慢するであろうから,






法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 231(863)
において, 変更後の就業規則を労働者に周知させ, かつ, 就業規則の変更




















































232(864) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
(73) 緒方桂子 前掲書（注64）468頁。
(74) 山田晋「育児支援の社会保障法学的検討の視覚」『次世代育成を支え






























法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 233(865)

















































なお, 労働条件の改善は, 法による規制だけではなく, 労働組合等によ
る労使合意によってもなされるべきである。非正規労働者の労働組合加入
についての指摘は少なくない。本稿では, そうした論点については全く触
れていないが, 一つ念頭に置くべきであるのは, 子育て中の労働者は, 労
働組合活動をする時間がとりにくいということである。仕事と子育てだけ
でなく, 保育所や学童保育の整備に関する行政等への活動もある。特に非





法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 235(867)






















236(868) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
The way of labor legislation to the family－
mainly on non-regular labor for a child of the parent
Junko HASEGAWA
The family support the life of the member, and constitutes society. The
factor to support a family is labor and care of the members. It is important
that we think about how a family takes labor and the care of the member,
therefore labor legislation and interpretation of labor law in consideration of
family life is necessary.
In this article, I pointed out importance of the labor of the parent for the
child and when a parent was non-regular worker, I considered it. At first,
point out that the labor of the parent affects the child at a point of the income,
child care, outlook on occupation and lifestyle. Then, I show the problem that
non-regular worker has instability of the employment and unequal treatment
with regular worker, but the merits that time for child care can secure by
part-time job labor, non-regular labor does not have the allocation to the
distant place, I consider what kind of influence they have on a child. With
that in mind, I discuss the way of the non-regular labor legislation while think
about the position of the child. Finally I remark the way of the relation of the
social security system, and I give an opinion about the way of the labor law
that the regular labor was included in.
